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米国産バレイショ生塊茎の輸入解禁要請に対する厳格な対応を求める意見書

北海道の農業・農村は、広大な土地資源を生かし、安全・安心な農畜産物を安定的に
生産・供給する、我が国の重要な食料供給地域である。昨年４月に策定された「食料・
農業・農村基本計画」においても、食料自給率の向上を掲げ、北海道は主要穀物等の主
産地として位置づけられており、我が国の食料安全保障の確保に果たす役割は一層重要
となっている。
また、バレイショは、本道の畑作農業における輪作体系を構成する基幹作物の一つで

あり、全国の生産量の約８割を占めるなど、我が国の食料安全保障を支える上でも重要
な作物となっている。
一方、本道では、バレイショに深刻な被害をもたらすジャガイモシストセンチュウが

1972年に初めて確認されて以降、農業者や関係機関が蔓延防止対策に取り組んできたも
のの、発生地域は拡大している。さらに、2015年にはジャガイモシロシストセンチュウ
が我が国で初めて確認され、国による緊急防除により防除が完了した地域がある一方で、
新たな発生も確認されており、防除区域の生産者や関係者には、今なお防除作業など大
きな負担が生じている。
こうした中、我が国では、植物防疫法に基づき、国内農業に被害を及ぼすおそれのあ

る病害虫の侵入を防止するため、寄主植物の輸入禁止や検査など、リスクに応じた植物
検疫措置を講じている。ジャガイモシストセンチュウ及びジャガイモシロシストセンチ
ュウについても、発生国からのバレイショ生塊茎などの輸入を禁止している。
一方、我が国が加盟するＷＴＯのＳＰＳ協定では、相手国から輸入解禁要請があった

場合、科学的根拠に基づき、病害虫の侵入リスクを適正に管理できるかについて検疫協
議を行うこととされている。国は、2020年３月に米国から一般流通用生鮮バレイショの
輸入解禁要請を受けて以降、病害虫のリスク評価を進めており、今般、その結果を公表
し、今後はリスク管理措置について米国側との協議を進める段階に入る。
国際的なルールに基づく科学的な協議が行われる一方で、生産現場からは、十分かつ

厳格な措置が講じられないまま輸入解禁に至るのではないかとの強い懸念が示されてい
る。
よって、国においては、今後とも、ジャガイモシストセンチュウ類をはじめとする病

害虫の侵入防止が図られ、地域の担い手が将来にわたり意欲を持ってバレイショ生産に
取り組むことができるよう、次の事項について強く要望する。

記
１ 本道の畑作農業に悪影響を与える病害虫の侵入は万が一にもあってはならないこと
から、米国との輸入検疫協議においてはそのリスクを確実に排除するとともに、バレ
イショの国内における安定生産に支障を来すことのないよう、また、食料安全保障の
確保に資さない輸入解禁につながらないよう毅然とした姿勢で厳格に対応すること。

２ 米国との輸入検疫協議については、病害虫の防除対策や種子生産などで現場対応に
苦慮している中で、輸入解禁を見込んだ報道などにより不安が広がっていることから、
生産者や関係者に対して正確かつ丁寧な状況説明を行うこと。

３ 米国との輸入検疫協議の動向にかかわらず、今後とも国民へのバレイショの安定供
給が図られるよう、地域の実情に応じた適切な輪作体系を推進するとともに、本道の
バレイショ生産体制の強化に向けた支援を講ずること。
以上、地方自治法第99条の規定により提出する。
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